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生活主体形成の観点による開発教育の参加型学習論の検討
──学習への参加論を中心に──
近藤　牧子
１．本論のねらい
　1960 年代に、欧米においてアジアやアフリカなどの開発途上国とされる国々への開
発協力活動が始まった。当時相次いだ植民地の独立と、いわゆる東西対立の政治情勢
の背景から、各国が開発問題に取り組む合意として 1961 年に最初の「国連開発の 10 年」
を制定した。その目的は、先進国をモデルとした開発途上国の近代化を早めることに
あった。そして様々な開発政策がとられたが、国際レベルでの取り組みは、結局一部
の国に経済発展を促したものの、先進国と途上国の経済格差は拡大し、途上国内の貧
富の格差も増大する結果となった。
　開発教育は、その 1960 年代のイギリスやオランダを中心とした途上国の問題の関心
喚起の活動がその端初だが、1970 年代に深まり、途上国の貧困を招く開発問題の原因
に対し欧米諸国は責任があるため、その解決に向けた役割があることを理解し、市民が
なんらかの行動をしていくことが目的となった。先進国で生活する人々が、自らに責任
や役割のある開発問題の解決に向けて、市民一人ひとりができることを担っていこうと
する考えは、今日の開発教育の基盤となっている。開発教育は「私たちひとりひとりが、
開発をめぐるさまざまな問題を理解し、望ましい開発のあり方を考え、共に生きるこ
とのできる公正な地球社会づくりに参加すること」１）を目的とした教育活動である。
　開発教育の実践を担ってきたのは、NGO・NPO 関係者や学校・大学の教員、社会教
育関係団体職員などである。そして実践では、ワークショップやグループワークのよ
うな対話型の教育手法を用いたり、フィールドワークやアクション・リサーチ２）が行
われたりなど参加型学習が行われている。日本で開発教育が紹介され始めた 1980 年代
は、人々にとっての開発問題は途上国の情報すら乏しい中で、複雑な上に遠くで起こ
る馴染みのない問題であった。そのため、わかりやすく、親しみやすく問題を伝える
ことを目的に、実践では写真やスライドといった視聴覚教材が用いられ、1980 年代後
早稲田大学文学部非常勤講師
58
半からは実践が理論に先行して手探りで参加型学習が行われていた。それが手法とし
て強く意識されたのは、1993 年からであり、1994 年以降の開発教育全国研究集会でも
必ず参加体験型ワークショップが「定番」となり（湯本、2007：8）、手引きとなる教材
が市民の手で作られ広まっていった。
　このように開発教育の理念や実践研究が進む中で、参加型学習の概念が問題へのわか
りやすさを求めるに留まらない深まりを持って行った。開発教育の目的にある「共に
生きることのできる公正な地球社会づくり」を知識や概念として学ぶのではなく、他
者と共に対話と協力のなかで、学びのプロセスへの参加の意味や方策を学ぶ開発教育
の参加型学習が模索されるようになった。
　これまでの開発教育の参加型学習論の特徴は、参加論を基軸にした展開にある。一つ
には学習方法としての参加論であり、もう一つが目的としての社会づくりへの参加論で
ある。しかし、学習の方法としての参加論はともすれば参加の形式にとらわれ、学習
者自身の状況把握や内発的な成長を看過しやすく、学習論が希薄化する可能性がある。
実際に、1990 年代後半から参加型学習が楽しさに終始する危険性、権威主義的な参加
の押し付け、進行役による誘導、現実の行動につながらないなどの問題点があげられた
（廣瀬、 2000：22）。そのうえで山西が、参加型の学習方法は、開発教育の参加を目的と
する理念に対して方法を合致させる意義を指摘しつつも（山西、 2000：2）、参加型学習
をめぐる誤解や誤認に対応すべく開発教育の参加型学習の研究会を設けそこで問題点
を整理した３）。しかしその後の参加型学習論は途上国における参加型開発との対比や共
通性から語られ、社会参加の行動に関する参加論の深まりはみられたが、学習の参加
理論研究は十分に深化してこなかった。
　本稿では参加型学習の課題である、行動と学習をつなぐ参加型学習論の展開のため
に、行動への参加を通した学習論ではなく、学習への参加の理論を明らかにすること
を目的とする。筆者は、開発教育を主体形成の観点から研究し教育学における主体形
成論に基づきながら、開発教育の学習者の主体のあり方をいくつかに分類することを
試みており、本稿ではその中で学習者を生活主体と捉える観点から開発教育の参加型
学習を捉えなおす。開発教育において、食・水や携帯電話、コンビニエンスストアなど、
生活の身近な題材を学習テーマに扱う教材や実践報告は多く見られるが、題材そのも
のの情報を学ぶことに焦点化され、学習者を生活主体としてみる参加型学習論はみら
れない。
　また、廣瀬がかつて、社会教育における共同学習としての小集団学習と参加型学習の
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違いを整理したが（廣瀬、2000、
表１参照）、近年での開発教育の
地域づくり論やカリキュラム論
では、社会教育の小集団学習の
「学習内容」「社会」を含むように
なった（山西ほか、2006、（特活）
開発教育協会内 ESD 開発教育カ
リキュラム研究会、2010、近藤、
2016）。よって、開発教育がそれ
らの「地域や暮らしの課題」や「地
域づくり実践へ」に取り組むにあ
たって、学習者を生活主体として
捉える視点は、開発教育の参加型
学習論により具体性を持たせられる。よって、本論では生活主体の観点による開発教
育の参加型学習論の検討を行う。
２．これまでの開発教育の参加型学習論
（１）開発教育の参加型学習の理論的系譜
　参加型学習とは、狭義には学習者が学習過程に参加することを促す多様な手法を指
す言葉として用いられるが、「学習者の社会参加をねらいとする学習であり、その参加
を実現するための多様な方法、手法によって特徴付けられる学習」と定義される（山西、 
200：387）。よって開発教育では、「共に生きることのできる公正な社会づくり」への参
加を目的とし、そのために教育方法としても参加を重視する。
　湯本浩之は、開発教育に通じていく国際開発における参加型学習の系譜を「国際開
発論」「心理・教育論」「住民の参加論」「調査方法論」の４つの観点から整理した（湯本、
2007）。まず「国際開発論」の系譜である。近代化論のアンチテーゼとして提起された
従属論は、「北」による経済成長優先の開発政策が「中心─周辺」構造を生み出し、近
代化はその構造によって支えられ、貧困の再生産がされてきたことを明らかにした。こ
の影響から、ダグ・ハマーショルド財団の「もう一つの開発論」を始め「ベーシック・ヒュー
マン・ニーズ論」「人間開発・社会開発論」「持続可能な開発論」が近代化論の矛盾や弊
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害を克服する理論として提起された。そしてそれらの価値を集約する「内発的発展論」
を経て、フリードマン（Freedman, J）の「力の剥奪」と回復のためのエンパワーメン
ト論や、「参加型開発論」へと続いた。次に「心理・教育論」であるが、フレイレ（Freire, P）
の「意識化理論」「課題提起教育論」を端緒に、ユネスコ国際成人教育会議で採択され
た「学習権宣言」や「ハンブルグ宣言」を経て、教育開発事業での教師と生徒の相対
的関係構築や、手法として「伝達から対話へ」というパラダイム転換がなされていった。
そして、チェンバース（Chambers, R）の「力の逆転」理論が参加型開発や参加型学
習の教育学的基盤を形成するようになっていった。その系譜には、心理学や教育学に
おけるレヴィン（Levin, K）の「アクション・リサーチ」、ショーン（Shöne, D）の「行
為の中の省察」、そしてデューイ（Dewy, J）の経験の再構築理論が系譜として位置づく。
三つ目に「住民の参加論」であるが、1950 年代に国連が提起した「コミュニティ・ディ
ベロップメント（CD）」の中で、地域住民の参加は重要であり、その参加は教育的なプ
ロセスにある認識がなされていった。CD は起源を遡ると 19 世紀イギリスでのセツル
メント運動における相互扶助論に辿り着くが、近代化論によるこの理念の後退を経て、
70 年代後半に「もうひとつの開発」論から内発性や自立性を重視する中で再評価された。
そして 80 年代にオークレー（Oakley, P）やプレティ（Pretty, J）による「参加の類
型論」、ハート（Heart, R）の「参加のはしご」が提示されるに至った。最後に「調査
方法論」であるが、現在の PRA（参加型農村調査法）や PLA（参加型学習行動法）と
いった参加型の調査分析手法をチェンバースが a から e の五つに分類している。レヴィ
ンやショーンの理論に繋がる「a. 参加型省察的アクションリサーチ」、農学や農業分野
の調査理論や方法に由来している「b. 農業生態系分析」「d. 営農システムのフィールド
調査法（FRS）」、開発人類学に由来する「c. 応用人類学」、社会学調査の村落調査に由
来する「e. 速成農村簡易調査法（RRA）」である。
　湯本は、開発教育における参加型学習は以上のような多様な領域からの理論系譜を
もつが、これらは独立しているのではなく互いに影響を与え合った可能性から、円環
的系譜を仮説として提示する。それは行為によって学ぶことや、客体だった子どもを
中心とする教育を説いたデューイの理論を起点としつつ、フレイレが教育と社会のそれ
ぞれの中にある権威構造を暴いて被抑圧者の教育を提唱し、フリードマンが剥奪された
力をエンパワーメントする過程が貧困の克服過程であることを示し、チェンバースが構
造の「下位」にいる者を「上位」にする参加型開発のあり方を示した経路が一つである。
　社会や教育に内在する権威や権力構造の転換を重視した、力の構造の転換の視点と
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いえる。そして同じ
くデューイの実践が
触発したレヴィンや
ショーンの理論と実
践がやはり学習にお
ける「上位者と下位
者の逆転」の規範的
態度による省察やア
クション・リサーチの方法へと展開し、再度チェンバースの「参加型省察的アクション・
リサーチ」へと続く経路がもう一つであり、もう片方の経路につながることを示して
いる。こちらは学習プロセスを重視した学習論の視点と整理できる。
　開発教育の参加型学習論は、これら４つの系譜の中に位置づけられ、それぞれの参
加論の展開が影響を与えながらあった（図１）。本論は先に提示した学習への参加理論
の研究の「心理・教育論」における参加論に関わっていく。
（２）これまでの開発教育の参加型学習論にみる参加論
　田中治彦は、住民参加の行動に関する参加論
を示し、学校の教室を超えた地域参加に至る目
的に達さない問題のために「学習の質的転換」
の必要性を提起した（田中、2007）。ハートの「参
加のはしご」をモデルに（図２参照）、参加のあ
り方が第６段目の「大人がしかけ子どもと一緒
に決定」から、第７段目の「子どもが主体的に
取りかかり子どもが指揮する」の間には、連続
的な移行の保障はなく、ここで主導権が大人か
ら子どもへと転換することは「飛躍」と指摘する。
なぜなら、主導権の移行を大人が計画すること
は難しく、募金活動に例えて「教師の指導で募
金活動を行い、子どもが意見を言い、さらに最
後は共に十分に話し合ってものごとを決めたか
らといって、子どもが次の災害のときに『主体
（図１）湯本による系譜をもとにした参加型学習論の参加論の様相
※筆者作成
※『子どもの参画』42頁より転載
（図２）ハートの　　　　　
「参加のはしご」
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的に』募金活動を提案し、活動を始めるという保障はない」としている。よって、６
段目から７段目への質的転換を可能にするポイントをあげている。その一つに、大人
の役割が従来の「指導者」ではなくファシリテーターとして振る舞うことをあげており、
そこにおいて「参加型学習は学習者を最初から主体と設定し、大人はその学習を援助す
る促進するファシリテーターの役割を担う。すなわち、学習の初期から第７段目以降
を意識して、学習活動を展開する必要がある」ことを示した。田中は、大人と子ども
の関係において、子どもが「主体的」になることは大人から子どもへと主導権が移行
することになるが、それを可能にする一つの学習形態として参加型学習をあげた。参
加型学習でのファシリテーターの役割が主導権の移行を可能にするからだ。他に、学
校での計画された学習の限界から「偶発的で不連続な学び」を期待できる出会いを可
能にするために、教育に関わる地域や学校、NGO・NPO の協働と、同様の課題に取り
組む他国との実践経験交流が、質的転換を促す実践のポイントとしてあげられている。
田中の研究は参加の主導権を軸に、主体的な参加を可能にする参加型学習の分析がなさ
れている。主導権の問題は、「国際開発」「住民参加」「調査方法」「心理・教育」のどの
参加論においても問題になるが、田中は「地域参加を目的とした」としている意味で「心
理・教育論」としての主導権の視点は薄い。
　次に、小貫仁は学校の社会科教育の実践研究から有田和正と小西正雄の研究をとりあ
げ、有田の実践から主体的に「探求する学び」が、小西によって「探求」からさらに「提
案する学び」が確立されたことから、「参加型の内実」が「ゆさぶりから探求へ」さら
に「探求から提案へ」と発展してきたとする（小貫、2007：71）。そして、主体的な意
思決定を伴って自分とのかかわりで社会を見る「主体的な社会認識」は、開発教育の
ねらいの一つである社会参加につながるため参加型学習において重要であることを指
摘した。よって開発教育は、そうした主体的な学びを支える方法として参加型の手法
とアクティビティの有効性を強調してきたとする。そして「自らの課題について学ぶ
主体」を育むことと「自らの生活とのつながりのなかで課題について考え行動する主体」
を育むことが、参加型学習によって結びつくことを意義としてあげている。そのうえ
でファシリテーターの役割の留意点として「①場を作り、場を読む②対話を生み出し、
意見を引き出す　③プロセスをデザインし、課題追求する、④議論を構造化し、整理す
る　⑤対立を解消し、意思決定する」ことをあげ、①〜⑤を通して参加者の経験の尊重、
傾聴、思考を促す問いかけの重要性を示している。よって小貫は田中の「学習の質的転換」
の具体性にあたる理論として、気づきと関係性やリアリティのある学びの創造過程の
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創出とファシリテーションを問題にした。小貫の論は、意思決定を伴った「主体的な
社会認識」が社会参加の目標へと導くとした点で、田中の示した主導権の問題を「心理・
教育論」として展開したといえる。しかし学校の授業を前提としているため、小貫の
述べる意思決定を伴った「主体的な社会認識」が、教師から生徒への主導権の移行を
学習プロセスにおいて実現することまでを含んでいるのかは不明である。
３．生活主体・生活主体形成とは
　生活主体概念は、家政学、生活科学の分野、および政治学の分野でとりあげられてきた。
家政学において生活主体が研究課題になったのは、1970 年代後半からの経済の「高度
成長」による国民生活の急激な変貌が、生活に関する学問のありかたを変えたためと
される（田結庄、1987：2）。そして学問領域を「家事」に留めていたところから、生活
環境や生活経営なども含む、より広い領域を対象とした生活科学という学問分野の設
立に至る。それらの領域での生活主体とは、生活を資本主義の力に侵害されずに設計
していく実践者として描かれ、生活要求と生活設計の関係性などが研究されている。
　住田昌二は、生活の矛盾の発生から起こる貧困の把握から生活科学が始まるとし、生
活主体の主体性の回復をもって解決にあたる必要性から、生活主体の生活意識や生活要
求の科学的把握を基底にし、生活科学として実践する生活主体の価値観も問題にすべき
とした（住田、1977：81）。急激な生活様式の変容の背後にある企業や資本の従属では
なく、自ら豊かな生活を主体的に選び取り、生活革新をする必要性に基づいている。よっ
て、生活の貧困化の把握を起点に生活構造の把握、生活要求を客観的に把握するために、
生活の最小単位である「人─物」の関係を科学的に捉える点が生活主体形成論として
みられる。続いて、宮崎礼子・伊藤セツ子は、家庭という場の管理から生活を資本主
義の大きな力に侵害されずに生活実態の改善や変革の可能性をもつ生活者として、主
体性の確保を根底とした家庭管理論を展開した（宮崎・伊藤、1978）。そして、ゆがめ
られた規制の社会的現実、生活の実態を改善し変革する可能性をもつ生活者としての
主体性を確立することや、人間的自由を確立することが生活主体形成論としてみられ
る。次に吉野正治は、主体的な生活要求の実現過程を問題とし、生活者の主権の回復
と管理される主体から管理する主体へと現状を展開することが主体性を独立させてい
くこととした（吉野、1980）。外部化された生活環境を内部化へ導くこと、遠く離れた
生活環境を身近に引きつけること、巨大化した生活環境を人間的尺度のものとするこ
と、人間を従属させている生活環境から主体性を独立させてゆくこと、人間と環境と
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のかかわりの発達を追体験化させてゆくことなどを生活主体形成論として示している。
そして田結庄順子は教育にも言及し、「家事労働と生活的自立の教育」「生活主体の形
成と家庭科教育」「生活主体の形成と消費者教育」という３点から論じている（田結庄、
1987）。生活の科学的認識が深化し、生活技術の獲得をし、生活行動へ転移することを
「生活の科学的認識→生活技術の獲得→生活問題解決実践」というプロセスとして示し、
生活主体形成論として展開している。また山本えり子が、家庭科教育の目標を家庭管理
主体から生産や地域の諸管理をも見直し、編成することのできる地域管理主体への発展
と生活の科学的認識と技術の獲得として示している（山本、1986）。そして、住民によ
る生活資本としての社会資本の形成と管理を教育内容に組み入れることで、家庭管理主
体から地域管理主体へと発展させることを家庭科教育の要とすることを提案している。
　最後に小谷良子は、生活主体形成の目標を「自立」「共同」「共生」の三つとした（小谷、
2007：117、図３参照）。「自立」は「共同」によって高められる自己決定を伴う行為実
践であり、「共同」の概念には、共同規範による福祉環境構築のプロセスが、「共生」に
は、市民価値規範による公共の福祉環境構築のプロセスが含まれる。それぞれの間には、
個人と家庭内の家族による自助、友人・近隣など個人のインフォーマルな資源交換に
よる互助、近隣・コ
ミュニティ・地域・
社会に共存する匿名
の人々との資源互酬
による共助、公的機
関、あるいは社会制
度に依拠する資源再
分配による公助の適
宜支援をもとに、主
体形成がなされるこ
とが生活者の自立へ
の道筋とする。小谷
の論では、生活経営
をする生活主体を個
人レベルと共同体レ
ベルの両方で生活設
（図３）小谷の「生活者の自立・共同・共生および相互扶助の相互
　　　  作用の概念図」
　※「主体形成と生活経営」117頁より転載。
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計をする存在としてとらえ、生活設計は個人や家庭の中よりもむしろ地域生活において
より形成されることを強調している。それは生活主体が権利意識をもって、権利を行
使し責任を果たして自立する場として、地域や共同体を重んじているからである。以
上から小谷は、外部からの情報を自己の内面に位置付けること、新たな自己形成を基
盤として、欲望・欲求左右されずに熟慮、配慮をした理性的な判断をする能力を自ら
が積み上げていくことを生活主体形成に位置づけている。
　次に、政治学における生活主体概念では、篠原一の「ライブリー・ポリティクス」論
がある（篠原、1985）。1980 年代を通じて展開した「ライブリー・ポリティクス」論は、
市民参加の地方政治や市民自治運動の広がりを「新しい政治」としてとらえたもので
あった。篠原はそれに該当する事例をいくつか示し、一部の権力者たちによる組織的
な閉ざされた政治形態ではなく、生活を担う主体者が生活に根ざした市民活動や運動
という体をなしながらする政治の構築を、篠原が研究してきた市民参加論の体現とし
て説明した。そして市民による地域政治への参加の理論の基礎となった。
　社会教育においては宮坂広作が生協運動から市民的権利を主張する政治活動に至る
までの女性の自己形成を考察した（宮坂、1992）。他者からの操作や教育的結果ではなく、
主体的な自己形成をとげることをふまえつつ、教育としては既往のものを超えた覚醒的
学習を経て、生活において強制された役割を肯定する自己からの解放することを生活主
体形成の目的とした。また田中秀樹は消費者教育論を生活主体形成論としてとらえ直
し、企業や行政の担い手となる消費者教育論と、社会教育の生活主体形成を目的とする
点で消費者教育という言葉がなじまない意識の元に、それらの区別を明らかにした（田
中、1991）。そして、労働者の私的自立性と社会的性格の矛盾を克服すること、自己実
現と相互承認の双方を実現すること、商品を「持つこと」から「わがものとする獲得」
の対象として関係していくことを生活主体形成論として示した。
　以上のように、家政学、生活科学における生活主体には、資本主義の力に侵害されず
生活設計をしていく実践者としての主体や、生活要求を管理しながら生活設計をする
主体、個人レベルと共同体レベルでの生活設計をする主体がみられた。これらは、資
本主義に抵抗しつつ生活創造をする主体と、それらの行為を家庭内に留めるだけでは
なく、地域や共同体として発展させていく主体として位置づけている点に特徴がある。
そして、生活主体形成論では、家庭科教育や生活における自立の家庭教育、消費者教育
を中心に、家庭管理主体から地域管理主体への発展と生活の科学的認識と技術の獲得
を目標とした教育論や、「自立」「共同」「共生」の目標がみられた。政治学では生活を
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担う市民による地域政治への参加の理論として、市民が生活の問題とその解決のため
に展開した政治運動から、社会的問題に取り組む公共的価値をもつ市民意識のある生
活主体論がみられた。そして社会教育においては、政治学と類似して生協運動にある
生活の問題から政治参加をとげていく主体や、生存権や生活権をもつ具体的な消費者
として権利を行使する生活主体、生活関連の労働を編成していく主体がみられた。生
活主体形成論としては、労働者としての自由な生活の自己形成をなす教育と、企業や
行政がなす消費者教育とは異なる、社会教育における消費者教育のとらえ直しが、世
界と自己との関係を意識化をとおして確信していく過程としてみられた。
４．生活主体の観点による開発教育の参加型学習論
（１）参加型学習における「参加」と「学習」のベクトルの転換
　以上にあった、生活主体としての「企業や資本に従属しない、自ら豊かな生活を主体
的に選び取り、生活革新をする主体」「社会的問題に取り組む公共的価値をもつ市民意識」
や、生活主体形成論としての「巨大化した環境を人間化する」「生活において強制され
た役割を肯定する自己からの解放」という点は、経済至上主義が圧倒的な勢いを持っ
て構造的に生活へ侵入することに対峙し、新しい社会と自らのあり方の創造を目的とす
る点で開発教育の理念と共通する。開発教育は、企業や資本が製品を生産する過程にお
ける人権侵害や環境破壊を特に問題化し、他領域では消費に連なる生活支配を問題化
している点で差異はある。しかし、一連の問題のどこに焦点化しているかの相違であり、
企業や資本の強い力に従属せずに生活を管理される主体から管理する主体へという点
においては、湯本の示した経路の一つであった力の構造の転換を重視する開発教育の
参加型学習論と共通する。
　一方で、その問題化の相違は参加と学習者間のベクトルの違いとしても現れる。小
貫が、「気づきとリアリティのある学びのある参加型学習」の必要性を示したが、従来
の開発教育では、外部にある開発の問題に気づいて参加していくということが、開発教
育の目標の一つであった。そして、途上国の貧困や世界の格差、環境破壊、他者の人権
という外部にある社会的問題に自らがいかに気づいてアウトリーチしていくかという、
学習から外部の問題への参加論が展開されてきた。それを「学習→参加」のベクトル
として示す。一方で、特に家政・生活科学における生活主体形成論をみると、生活要
求の客観的把握のための「人―物」の関係性を把握すること、「外部化された生活環境
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を自己に内部化すること」「生活の科学的認識の深化から生活問題解決実践へ」の道筋
などからは、学習者が既に経験している生活における学びへと働きかける参加型学習
の構築の必要性が提起される。そして、すでにある生活のリアリティを構造化し深化
させていくあり方が問われている。つまり、外部化している問題を自己に内部化する
ことを可能にする方法であり、実際に行動して参加している問題を学習者内部に引き
寄せる「参加→学習」の方向性である。このことは、「心理・教育論」の系譜に位置づ
いた行為の省察の理論に関わる。自己に埋め込まれている問題に関係する参加の経験
を問い直して問題の内在性を明らかにしていくプロセスである。
　生活者であるということは、幼いころから家事、消費、地域共同はどの学習者にも
関わる。学習者の生活主体としての経験を構造化させていく対話的なアプローチによっ
て、資本至上主義や開発問題などの外部の問題が、生活に内部化、ともすれば個人の
身体化していることへの気づきそのものは、２（２）で言及された「リアリティ」と
なり力の構造の転換の視点へと学習をつなぐことも可能とする。
（２）学習者の自立と共同の関係性構築の参加型学習論
　次に、山本の「家庭管理主体から地域管理主体」や、小谷の「自立」「共同」「共生」
が互いに関連する三つの生活主体形成論からは、共同的に個人の生活にある開発問題を
認識し、生活を自立的に創っていく参加型学習の重要性が浮かび上がる。小谷が提示し
た「自立」「共同」「共生」は、互助、共助、公助の概念によって互いに関連づいていたが、
それをふまえると開発教育の参加型学習論として捉えなおすべき重要な点がみられる。
　一つ目に生活的な「自立」を「共同」や「共生」とともに目的とする点であり、二つ
目に「自立」と「共同」を結ぶインフォーマルな友人や隣人による資源交換である互助や、
「共同」と「共生」を結ぶ共存する匿名の近隣やコミュニティの人々との資源互酬であ
る共助の関係構築（コミュニティ形成）の点である。
　一つ目の「自立」についてであるが、従来の開発教育の参加型学習論において、主
体的な参加や事象としての主導権の移行は語られてきても、自立的な主体設定そのも
のがあまり意識されてこなかった。よって、生活者として「主体性、価値観、目的に
基づいた自己決定に伴う共的生活圏への行為の実践」（小谷、2000:20）をなす主体とし
て学習者は、学習内容や方法、目的について自己決定をしながら他者と共に相互決定
的に学習を進めて行ける主体４）として捉えられることが重要となる。
　そして二つ目に、「共同」を中心とした相互扶助的な関係についてである。従来の開
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発教育では、市民的価値規範を育む「共生」を中心とした共助と公助への関心は払わ
れてきた。それらは開発における構造的な問題の解決を目指す中で、不特定な人間同
士や制度的な相互扶助への関心が持たれてきたからである。一方、共同規範を育む「共同」
を中心に、共助や互助として捉えなおす参加型学習とは、学習する人間相互の関係に
より焦点をあてたコミュニティ形成や共同づくりといった関係構築の観点といえる。
　匿名ではない特定の人と互助を創り出す開発教育の参加型学習論とは、参加の理念に
ある対話的な学習活動を通して育む信頼関係づくりを軸にした学習論である。参加型学
習を通して構築できる学習者間の対話的な関係として、①話を聴いてもらえ、語れる関
係、②議論ができる関係、③協力して役割を果たしあえる関係、④やりたいことをとも
に実現できる関係、の 4 点をあげる。①②は対話的な活動をする学習プロセスにおいて
形成される関係であり、③は学習の参加や実際の社会参加の行動プロセスの両方で構築
される関係、④は行動プロセスで構築される関係といえる。４点はすべて不可欠であり、
特に自己決定や相互決定を伴う④が含まれない関係構築は、閉じたグループ形成に留
まる可能性がある。そして④の共に行動するまでのプロセスに①②③の関係構築は不
可欠である。そこには、参加型学習のファシリテーターの役割が必然的に求められる。
　２（２）で田中が示した学習を最初から主体と設定した学習の援助を促進する役割や、
小貫が示した自らの課題について学び、課題について考えて行動する主体を育むため
の５つの留意点と重要な態度にこれらを加え、コミュニティの関係構築をする役割が
求められる。
　生活を組み立てていくための生活主体の観点からみる参加型学習は、主体的に生活
行動を問う実践を創るプロセスとなっていく。関係性の構築を通して自らの生活を共
同で創り、また生活を通して共同を再構築していくことを目的とした、創造性のある
参加型学習の可能性がある。
（３）生活主体の観点からの開発教育の参加型学習とは
　学習者を生活主体とみる観点から得られた示唆は、外在化している問題を、学習者に
内在する問題として引き寄せる省察的実践と生活的な自立を育む実践行為として、およ
び共同性構築のための学習であった。それらをふまえると、学習への参加論には、従
来から問題にされている方法的な協働作業への参加にみられる協働性に加え、共同性
のある関係構築への参加があることが示される。共同性構築のための協働であり協働
するための共同性でもある相補完的なものである。
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　共同性を育む目的は、（２）であげた①から④の関係構築であった。④は協働性とも
考えられるが、作業的な段階ではなく自己決定および相互決定的な段階という意味で
共同性構築の目的である。学習の協働性と共同性を相補完的に育む参加型学習は、学
習と行動の乖離を越えるうえで重要な点である。また（１）で示した省察的な学習は、
関係構築をなす共同性のもとで可能となる。そして、それらの他者と共に進める学習
を通して、自ら課題の考察を深めて実践をしていく「自立」した学習者であり生活者
として変容していくことを目標とするのが、生活主体の観点からみる開発教育の参加
型学習である。
５．おわりに
　本稿では開発教育の参加型学習論を生活主体の観点から、特に学習への参加論から
検討した。開発教育の参加型学習論は、４つの文脈に参加論の系譜があり、それらの
論点をふまえると、「心理・教育論」における参加論を深めることに本稿が位置づいた。
　そして学習者に生活主体の視点を組み入れると、二つの課題が明らかになった。一つ
には、学習から外在化された問題に対して学習者がアウトリーチしていくのではなく、
学習者によって既に参加し行動している生活経験知を学習する参加と学習者のベクト
ルの転換を可能にする省察的な参加型学習論である。生活の外部にある問題を変えよ
うとするのではなく生活の中に存在する問題に対して、主体的に問うていく参加型学
習である。二つ目に、学習者が「共同」「共生」「自立」をなす生活者として、作業的な
協働性に併せて共同性を構築する参加型学習を目標とすることにより、学習者の「自立」
的な成長と行動を生み出す参加型学習論であった。
　以上から、参加型学習における学習への参加論は、作業的な協働の参加論だけではな
く、共同性構築への参加論としての課題が明らかになり、行動への参加と学習への参加
をつなぐ手がかりとして提示する。今後の研究課題としては、本稿では理論研究に留
まり、共同性を構築する開発教育の参加型学習の具体的な実践事例や分析を示せなかっ
たことと開発教育の相互扶助的関係をつくる実態としてのネットワーク論の展開の必
要性をあげたい。
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【注】
１）開発教育協会定義。開発教育協会の前身である開発教育協議会が発足した当時定義を検
討し、1997 年に再定義されたもの（開発教育協議会編発行『開発教育　第 36 号』1998 年）。
２）現実の問題を解決することを目指した、または目標となる望ましい状態にむけて変革し
ていくことをめざした実践と研究を行うもの。クルト・レヴィンがグループ・ダイナミク
ス研究の中から考案した。
３）1999 年 5 月に開発教育 NGO である開発教育協議会（当時）内に「参加型学習研究会」
を設置し、定義づけ、国内外の歴史的進展、日本にみる参加型学習の現状と課題を整理し
てきた。また 2010 年のカリキュラム研究会の問題提起にもみられる。
４）自己教育概念に相当する。
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